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【変更の理由】 
 地域森林計画に適合して変更を行うため、基幹路網の整備計画、花粉症対策にかかる内容

について、森林法第１０条の６第３項の規定に基づき、周南市森林整備計画に定める事項を変

更する。 
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Ⅱ 森林の整備に関する事項 
第１ 森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く。） 
２ 立木の伐採（主伐）の標準的な方法 

  立木の伐採のうち主伐は、更新を伴う伐採であり、その方法は、皆伐、又は択伐によるもの

とする。 

 また、伐採後の適確な更新を確保するための確保に当たっては、あらかじめ適切な更新方法

を計画し、その方法を勘案して伐採を行うこととする。特に、伐採後の更新を天然更新による

場合は、天然稚樹の生育状況、母樹の保存、種子の結実等に配慮するとともに、稚樹の生育の

支障とならないよう枝条類を整理する。また、人工造林により行われる場合には、伐採後の地

拵えや植栽等の支障とならないよう枝条類を整理する。 

 またさらに、林地の保全、落石等の防止、寒風害等の各種被害の防止及び風致の維持並びに

渓流周辺や尾根筋等の森林における生物多様性の保全等のため必要がある場合には、人工林・

天然林を問わず所要の保護樹帯を設置するものとする。 

さらに、花粉の発生源となるスギ等の人工林の伐採・植替え等を促進する。 

 

第２ 造林に関する事項 
１ 人工造林に関する事項 

人工造林については、植栽によらなければ適確な更新が困難な森林や公益的機能の発揮の必

要性から植栽を行うことが適当である森林のほか、木材等生産機能の発揮が期待され、将来に

わたり育成単層林として維持する森林において行う。 

なお、花粉発生源対策の加速化を図るため、花粉の少ない苗木（無花粉苗木、少花粉苗木、

低花粉苗木及び特定苗木をいう。以下同じ。）の植栽、広葉樹の導入等に努める。 

また、更新に当たっては、特に成長に優れ、造林の省力化・低コスト化及び収穫までの期間

短縮が期待できるエリートツリー（第２世代精英樹等）や早生樹の苗木についても導入を促す

とともに、花粉症対策の少ない苗木に資する苗木の増加に努める。 

 

第５ 公益的機能別施業森林等の整備に関する事項 
１ 公益的機能別施業森林の区域及び当該区域内における施業の方法 

（２）施業の方法 

   １（１）で区域の設定を行った公益的機能別施業森林における森林施業の方法については、

次表のとおりとし、森林の区分については別表２に定める。 

区域名 森林施業の方法 

水源の涵
かん

養の

機能の維持増

進を図るため

の森林施業を

推進すべき森

林（水源涵
かん

養

機能維持増進

森林） 

 

 

 当該区域においては、伐期の間隔を拡大するとともに、皆伐によるも

のについては伐採面積の規模縮小を図る。 

 なお、当該区域内の森林における伐期齢の下限を次のとおり定める。 

森林の伐採齢の下限 

地域 

樹種 

ス ギ ヒノキ ｺｳﾖｳｻﾞﾝ マツ類 その他針葉樹 クヌギ その他広葉樹 

旧都濃町、旧向道村 

旧和田村、旧鹿野町 

年 

４５ 

年 

５０ 

年 

２５ 

年 

４０ 

年 

５５ 

年 

２０ 

年 

３０ 

上記を除く ５０ ５５ ２５ ４０ ５５ ２０ ３０ 
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土地に関する

災害の防止及

び土壌の保全

の機能の維持

増進を図るた

めの森林施業

を推進すべき

森林（山地災

害防止／土壌

保全機能維持

増進森林） 

 これらの区域においては、複層林施業を行う。 

 なお、特にこれらの公益的機能の発揮を図るべき森林については択

伐による複層林施業を行う。 

 ただし、適切な伐区の形状、配置等により、伐採後の林分においても、

機能の確保が可能と見込まれるものにあっては、長伐期施業（標準伐期

齢の概ね２倍に相当する林齢を超える林齢において主伐を行う森林施

業）により皆伐を行うことも可能とする。 

 この場合、長伐期施業を推進すべき森林における皆伐については、伐

採に伴って発生する裸地の縮小及び分散を図る。 

 また、保健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき

森林のうち、特に、地域独自の景観等が求められる森林において、風致

の優れた森林の維持又は造成のために必要な場合には、特定の樹種の

広葉樹を育成する森林施業を行う。 

 

長伐期施業を推進すべき森林の伐期齢の下限 

地域 

樹種 

ス ギ ヒノキ ｺｳﾖｳｻﾞﾝ マツ類 その他針葉樹 クヌギ その他広葉樹 

旧都濃町、旧向道村 

旧和田村、旧鹿野町 

年 

５６ 

年 

６４ 

年 

２４ 

年 

４８ 

年 

７２ 

年 

１６ 

年 

３２ 

上記を除く ６４ ７２ ２４ ４８ ７２ １６ ３２ 
 

快適な環境の

形成の機能の

維持増進を図

るための森林

施業を推進す

べき森林（快

適環境形成機

能維持増進森

林） 

保健文化機能

の維持増進を

図るための森

林施業を推進

す べ き 森 林

（保健機能維

持増進森林） 

 

第６ 委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施の促進に関する事項 
２ 森林の経営の受委託等による森林の経営の規模の拡大を促進するための方策 

  森林の経営の受委託等による森林の経営の規模の拡大を促進するに当たっては、不在村森林

所有者を含めた森林所有者等への働きかけを行うとともに、長期の施業の受委託などにより施

業集約化に取り組む森林組合等に対する情報提供、助言・あっせん等を行う。 

 その際、長期の施業等の委託が円滑に進むよう、林地台帳制度等の運用による森林所有者情

報の精度向上を図るとともに、その情報提供を促進する。あわせて、航空レーザ計測・解析等

により新たに整備した森林資源情報の公開についても促進する。 
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第８ 作業路網その他森林の整備のために必要な施設の整備に関する事項 
３ 作業路網の整備に関する事項 

（１）基幹路網に関する事項 

 イ 基幹路網の整備計画 

開設/

拡張 
種 類 区分 位 置 路 線 名 

延長

（ｍ）及

び箇所数 

利用区域

面積

（ha） 

うち前半 

５ 年 分 

対図 

番号 
備 考 

拡 張 
林 道 

(改良) 
 1196 堀 越 8/1 193.00 ○ ① 

 

拡 張 
林 道 

(改良) 
 1187 押 谷 22/1 115.00 ○ ② 

 

拡 張 
林 道 

(舗装) 
 

4248 

4249 
菅 蔵 9/1  99.00 ○ ③ 

 

拡 張 
林 道 

(舗装) 
 

4204 

4197 
五万堂 22/2 320.00 ○ ④ 

 

拡 張 

林 道 

(舗装) 

(改良) 

 
1395 

1419 
緑 山 

 
  100/5 

7,783/28 

 
556.00 

611.67 

○ ⑤ 

 

開 設 
林業専

用道 
 

4242 

1290 

鹿野金峰・

奥光１号 
1,200/1 35.71 ○ ⑥ 

 

開 設 
林業専

用道 
 4243 

鹿野金峰・

奥光２号 
1,000/1 25.88 ○ ⑦ 

 

拡張計 
 

  
計７ 

路線 
    

 

 

第９ その他必要な事項 
１ 林業に従事する者の養成及び確保に関する事項 

（２）林業に従事する者の確保 

   林業に従事する者の確保にあたっては、就業相談会の開催、就業体験等の実施及び技能・

技術の習得のための計画的な研修の実施等による林業就業者のキャリア形成支援により、段

階的かつ体系的な人材育成を促進し、するとともに、県が定める「林業労働力の確保の促進

に関する基本計画」を踏まえ、林業労働力の確保に総合的に取り組む。 

また、林業従事者の通年雇用化や社会保険の加入促進、技能等の客観的評価の促進等によ

り、他産業並みの労働条件の確保等雇用管理の改善並びに事業量の安定確保、生産性の向上

等による事業の合理化を一体的・総合的に促進するとともに、その支援体制の整備に努める

ものとする。 

  

３ 林産物の利用の促進のために必要な施設の整備に関する事項 

（１）木材加工・流通体制の整備 

木材加工・流通体制の整備については、地域における木材の需給や森林資源の保続を確保

する取組の実施状況等を踏まえて、木材加工流通施設の高効率化、規模拡大、工務店等との

連携による特色ある取組等を通じ、建築、土木、製紙、エネルギー等の多様な分野における

需要者のニーズに即した品質及び強度性能の明確な木材製品を低コストで安定的に供給し得

る体制の整備に努める。 
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また、合法的に伐採されたことが確認できた木材・木材製品を消費者・実需者が選択でき

るよう、令和５年に改正された合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（平成２

８年法律第４８号）に基づき、合法伐採木材等の流通及び利用について、関係者一体となっ

て推進するよう努める。 

 

（２）林産物の生産（特用林産物）・流通・加工・販売施設の整備計画 

  

Ⅴ その他森林の整備のために必要な事項 
２ 土地の形質の変更に当たって留意すべき事項 

   土地の形質の変更に当たっては、調和のとれた快適な地域環境の整備を推進する観点に立

って森林の適正な保全と利用との調整を図ることとし、地域における飲用水等の水源として

依存度の高い森林、良好な自然環境を形成する森林等安全で潤いのある居住環境の保全及び

形成に重要な役割を果たしている森林の他用途への転用は、極力避ける。 

また、土石の切取り、盛土その他の土地の形質の変更を行う場合には、気象、地形及び地

質等の自然的条件、地域における土地利用及び森林の現況並びに土地の形質変更の目的及び

内容を総合的に勘案し、実施地区の選定を適切に行う。 

さらに、土砂の流出又は崩壊、水害等の災害の発生をもたらし、又は地域における水源

の確保、環境の保全に支障を来すことのないよう、その態様等に応じ、法面の緑化、土留工

等の防災施設及び貯水池等の設置、環境の保全等のための森林の適正な配置等の適切な措置

を講ずる。 

なお、太陽光発電設備を設置する場合には、小規模な林地開発でも土砂流出の発生割合が

高いこと、太陽光パネルによる地表面の被覆により雨水の浸透能や景観へ及ぼす影響が大き

いこと等の特殊性を踏まえ、許可が必要とされる面積規模の引き下げや適切な防災施設の設

置、森林の適正な配置など開発行為の許可基準の適正な運用を行うとともに、地域住民の理

解を得るための取組の実施等に配慮する。 

加えて、盛土等に伴う災害を防止するため、住宅造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法

律第191号）の厳正な運用に努めること。 

 

３ 生活環境の整備に関する事項 

  

４ 森林整備を通じた地域振興に関する事項 

 

５ 森林の総合利用の推進に関する事項 

 

６ 住民参加による森林の整備に関する事項 

 

７ 森林経営管理制度に基づく事業に関する事項 

 

８ その他必要な事項 

 


